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要　　　旨
20 世紀前期におけるイギリス農業経済学の展開には、プロフェッションの役割が大いに関わってい
る。プロフェッションには農業経済アドバイザー、研究者、官僚などが含まれている。そのなかでも農
業経済アドバイザーが農業経済学の展開において重要な役割を果たす。農業経済アドバイザーは、農民
に対して科学技術や情報を普及するだけでなく、研究者として多くの農業情報を収集して分析するとい
う役割を担っている。そして農業経済アドバイザーが中心となって、イギリス農業経済学会が設立され
る。この学会は農業経済アドバイザーというプロフェッションのみでなく、ノンプロフェッション（借
地農、農業家、地主、農業労働者など）も多く巻き込んでいく。したがって、学会は社会に開かれた公
開性の高いものとなり、農業経済に関する情報量は飛躍的に高まる。しかしながら、その一方で、この
ような特徴をもつ学会は農業経済学の体系を形成しにくいという側面をもち、学会が学問の確立に対し
て貢献しているのかどうかは疑わしいものとなる。
農業経済学がこのような状態にある段階で、国際農業経済学会が設立される。農業経済学の国際化が
推進される一方で、プロフェッションの農業経済学に対する役割があいまいなものとなっていく。それ
は世界的な経済不況という背景の中で、多くのプロフェッションが農業政策に関心をもつためである。
国際農業経済学会は、この傾向に拍車をかけ、プロフェッションは農業経済学よりも農業政策を重視す
るようになる。農業情報の収集も、農業経済学の体系化を意識したものではなく、農業政策の実施状況
の把握を重視したものとなる。
しかし、これによって農業経済プロフェッションと農業行政の担当者が同一となったわけではない。
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農業経済プロフェッションは大学や農業カレッジに所属し「大学人」であることに満足している。そこ
で農業経済プロフェッションは二つの方針のいずれかを取ることになる。一つは農業経済学の体系化を
めざす研究という方向であり、もう一つは効果的な農業政策を模索するという方向である。
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１　はじめに
筆者は前稿において、イギリス農業経済学の形成がプロフェッション（専門職）の誕生と密接に関
わっていたことを考察した１）。農業経済学の形成過程において、プロフェッション（プロフェッショ
ンの定義は様々であるが、本稿ではとりあえず、高度の知識や技能を有し、それによって生計を維持
している人々と定義する）２）は、研修や普及、調査プロジェクト、政府委員会など様々な制度や組織
を生み出し、それに加わっている。それら制度や組織のなかでも代表的なものが学会である。農業経
済学のプロフェッションの誕生直後である 1927年には、すでに第一回イギリス農業経済学会が開催
されている。しかしこの学会は、前稿でも明らかにしたように、容易に設立されたわけではない。学
会の会長の人選で混乱があり、さらに組織運営においても多くの障害がある。これらのことは、単に
人事や派閥の争いというのではなく、イギリスの農業経済学という科学のあり方と結びついている。
20世紀初頭のイギリス農業経済学の特徴をあげるとすれば、大きく二点あった。一つはアメリカ
農業経済学に大きく遅れをとっているという点である。これは、とくに研究手法（生産費計算手法や
経営分析など）や研究体制（研究教育機関など）という面においてである。もう一つは、プロフェッ
ションは農業の実態について知識や情報をほとんどもっていないという点である。20世紀初頭に誕
生したプロフェッションは大学や農業カレッジにおいては農業以外の専門分野（たとえば化学や生物
学など）を専攻した人々がほとんどで、卒業後に初めて農業に関わっている。したがって各地域に設
置された地域（農業）センター（詳しくは後述）では、まず農業情報の収集がプロフェッションの重
要な役割（政府による政策の遂行上も必要）となる。学会もプロフェッションだけが集まる組織では
なく、ノンプロフェッション（地主・農業団体代表者・農民など）も加えた（むしろノンプロフェッ
ションの方が多い）組織として設立され、農業情報の収集や交換が行われた。この学会はノンプロフ
ェッションにも開かれているので、閉鎖的でない「公開性」をもった組織であり、多くの農業情報が
収集されたことは確かである。しかしながら、他の学術学会にみられるような科学について議論する
場となっていたのかどうかは疑わしい。さらに農業経済学が学会という場を通して、体系性をもつ科
学として確立されたのかどうかも疑わしい。当時、イギリス農業経済学では標準的なテキストさえ刊
行されていない。このことも農業経済学が科学として確立されていたのかどうか疑わしいことを示し
ている３）。
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イギリス農業経済学はこのような特徴をもったままで、上記の国内学会の設立にとどまらず、その
数年後の 1929年には国際農業経済学会の設立をみている。イギリス農業経済学は「国際化」へと歩
み始める。アメリカに遅れをとり、科学としての体系性をもたないまま国際化をめざすことになる。
国際学会の設立は必ずしも国際化を表しているとはいえないが、国際学会の設立によって国際化が促
進されたことはまちがいない。しかしながらイギリス農業経済学の場合、上記のような特徴を抱えて
いるので、国際化が順調に進んだとは言い難い。
国際農業経済学会が設立されたのは、戦間期の経済不況期にあたる。この時期は第一次世界大戦の
経験をふまえて、農業への関心が再び高まった時期でもある。そしてこの農業への関心は、イギリス
農業政策の検討を迫ることになる。周知のようにイギリスはこの時期に、自由貿易から訣別して保護
貿易へと転換する。農業政策の転換あるいは当時のイギリス農業の展開については、すでに数多くの
研究成果がある４）。しかしながら、農業政策の転換と農業経済学の展開との関係について言及した研
究成果は乏しく、未だ未整理の状態にあるといえる５）。
本稿はイギリス農業経済学とその国際化をめぐる展開と、それを推進した農業経済プロフェッショ
ンについて考察しようとするものである。この際、農業経済学と農業政策との関連についても考えて
いく。というのは、当時のイギリスが置かれた状況から、農業経済学という科学は、農業政策と大き
な関連をもつようになるからであり、とくに農業経済プロフェッションは農業経済学との関わりより
も、むしろ農業政策との関わりを多くもつようになるからである。この点で農業経済プロフェッショ
ンは、農業経済学という科学の担い手であるのかどうかが問われなければならない。もし農業経済プ
ロフェッションが変容したのであれば、農業経済学という科学の展開に対して、どのような影響があ
ったのであろうか。本稿はこの展開過程を追っていきたいと考えている。
以下では、国際農業経済学会の設立までの経緯とその後の展開について考察し、その展開のなかで
農業経済プロフェッションが農業行政と密接に関わるようになり、どのように変容し、どのような課
題を抱えていくのかを考えていきたい。本稿での考察は 20世紀前期のイギリスを対象にしているが、
それは単に歴史的な展開を追うだけでなく、現在も問われることの多い「科学の展開に対するプロフ
ェッションの役割とは何か」という問題に応えようとするものでもある６）。なお本稿では、基本的に
人名表記の箇所に生没年を記入しているが、生没年が不明ないし確認が困難であったために生没年を
記入できなかった人名表記もある。
２　国際化への端緒
イギリスでは 1920年代に農業経済アドバイザー（advisory agricultural economist）という農業経
済学のプロフェッションが誕生する７）。1940年代にレディング大学農業経済学教授（イギリスで二
人目の農業経済学教授）であったトマス（Edgar Thomas）によれば、1939年以前の段階でイギリス
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農業経済学を特徴づけているのは、この農業経済アドバイザー（単に農業普及事業に携わる普及員を
意味するのではなく、普及と同時に研究にも携わる人を意味する）８）というプロフェッションと、オ
ックスフォ－ドに設立された農業経済研究所（Agricultural Economics Institute）であった９）。しかし
ながら農業経済アドバイザーはその数も限られていたので（1920年代でイギリス全土で 15名であ
る）、必ずしも農業経済学の発展に寄与していたとはいえない。スコットランドの農業経済プロフェ
ッションであったダンカン（Joseph Duncan,1880-1964、1939～ 46年にイギリス農業経済学会の会
長）10）によれば、農業経済アドバイザーは各地域における農業情報の収集に追われているため、その
情報分析による独自の研究に至っていない。この点で農業経済アドバイザーの業務は、農業経済学の
発展には直接的に結びついていなかったようである。しかしながら、その一方で農業経済アドバイザ
ーは自分たちの職場である地域（農業）センターが大学やカレッジ内に立地しているので、公務員や
官僚ではない科学に携わる「大学人」であることに満足感をおぼえていた 11）。もっとも農業経済ア
ドバイザーは大学人であることに満足しているものの、農業経済学という科学は大学や農業カレッジ
内では学問的に低くみられていたので、農業経済アドバイザーは学界の一員になっているとは思って
いなかった 12）。そこで農業経済アドバイザーの関心の対象は、大学や農業カレッジ内での学問的な
地位の向上へと向かう。地位向上の一つの手段が、農業経済学会の設立であった。農業経済学の場合、
学会設立は学界内で正当な地位を得る有効な手段となった。
1925年に農業経済アドバイザーによって開催された農業経済委員会（Committee on Agricultural
Economics）13）において、ウェールズのアベリストウィス（Aberystwyth）の農業経済アドバイザーで
あったアシュビィ（Arthur W. Ashby,1886-1953、1929年にイギリスで最初の農業経済学教授となる）
は、当時すでに設立されていたアメリカ農業経営学会（Farm Management Association）と類似の学
会が、イギリスにおいても必要であると提案する。そこで暫定的な委員会が、オックスフォ－ド農業
経済研究所の所長オーウィン（Charles S. Orwin,1876-1955）のもとで結成され、そこで検討された案
件が翌 1926年１月に提出される 14）。この委員会では、アシュビィによって立案された学会組織が採
用され、オーウィンが執行委員会の委員長に選出され、リーズの農業経済アドバイザーのラストン
（A.G. Ruston）が会計担当に選ばれる。こうして 1927年９月に第一回イギリス農業経済学会がリー
ズで開催される。その後、農業経済学会は年２回開催されるようになる。学会で発表される論文は、
当初は個々人に回覧されていたが、1930 年 12 月以降は刊行物となり、投稿論文は Journal of
Proceedings of the Agricultural Economics Society誌に掲載されるようになる（学会誌はその後
Journal of Agricultural Economicsと改称）。しかし、前稿でも明らかにしたように、この学会設立は
学界の一員になるというプロフェッションの要求を満たしたのかもしれないが、農業経済学という科
学の発展には必ずしも結びついていなかった 15）。
農業経済プロフェッションのなかには、農業経済アドバイザーによる農業経済学会の設立意図とは
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異なる意図をもって学会に加わった人物もいる。たとえば、前述のダンカンがそうであった。農業経
済アドバイザーの活動が農業経済学の発展に寄与していないと指摘していたダンカンも、多くの農業
経済アドバイザーとは少し異なる視点であったが、もちろん農業経済学に対して関心をもっていた。
ダンカンが農業経済学に関心をもった背景は、第一次世界大戦後の世界的な経済不況のなかでイギリ
スの農業生産は厳しい状況におかれたということである。農産物価格や農業収益の低下、さらに生計
費の低下にともない、農業賃金が急速に下落する。ダンカンは、このような状況のなかで農業労働者
組合の活動に積極的に関わるようになり、農業の長時間労働の軽減をはかろうとする。ダンカンは平
和条約のもとで 1920年に設立された国際労働機関の一部である農業労働者の国際代表団に加わる。
この時、オランダ農業労働者組合がヨーロッパ諸国の代表者会議を呼びかけ、それは国際農業者連盟
（International Landworkers’ Federation）へと結実する（ダンカンは 1924年に会長となり、1950年
までこのポストに就いている）16）。最初に開催されたアムステルダムでの会議は、その後ウィーンと
ベルリンでも開催され、そこでダンカンは、敗戦国における戦争の影響を目の当たりにする。さらに
ダンカンは、ヨーロッパの労働組合員が自国の経済社会状況に対して教条的な批判を行っているだけ
で、現実的な取り組みを軽蔑していることを知る 17）。一方、イギリスでの戦時統制下の経験と戦後
デフレーションの突然の終焉とによって、ダンカンは農業労働者の境遇改善に関する農業政策への不
信感を強める。ダンカンは「農業労働者は、労働運動の時でさえ、自分のこともわかっていないよう
な劣った者として取り扱われている」と訴えている。さらに続けて「農業労働者は、自分が悪いのだ
と考えてしまう。なぜなら労働者は、（組織力を使って）自助努力をするよりも、あくまで助力を嘆
願し続けているからである」18）。1920年代末頃までに、ダンカンは農業労働者の生活を改善するため
に、スコットランド農業に関する情報に加えて、ヨーロッパ諸国の農業労働者の状況、農業政策、そ
して農業形態に関する情報を収集する。ダンカンはこれらの情報を収集する過程で、都市住民や労働
組合の役員の多くが、農業労働者に関して無知であり、無知であるがゆえに軽蔑していることに気づ
く。ダンカンは獲得した多くの情報に基づき、スコットランドや他の地域における様々な農業状況に
関する研究に着手しようと考える。そして、すでにオックスフォ－ドに設立されていた農業経済研究
所のような研究所が、エディンバラあるいはグラスゴーにも設置されることを望む。しかしながら、
ダンカンには計画を遂行する資金もなければ、明瞭な構想もなかった。そこで、これに代わるものと
して、1920年代にイギリス農業経済学会に密接に関わるようになる（1939年から農業経済学会の会
長となり、第二次世界大戦の影響によって結果的に 1946年まで会長職に就く）19）。ダンカンは実際の
農業労働者との関わりを通じて農業経済学会に積極的に関わっていくが、それは上記のような理由か
らであり、多くの農業経済アドバイザーがめざした学界における地位の獲得ではなかった。そして、
このダンカンの意図はイギリス農業経済学会よりもむしろ国際農業経済学会に反映される。
リーズで開催された翌 1928年にオックスフォ－ドで開催されたイギリス農業経済学会には、エル
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ムハースト（Leonard Elmhirst,1893-1974）の招きで、コーネル大学の農業経済学において中心的な
役割を果たしていたウォレン（George F. Warren,1874-1938）やラド（Carl E.Ladd,1888-1943）が出
席している 20）。この二人は、イギリス農業や農業経済アドバイザーの役割に関心をもっているため
である 21）。そして翌 1929年にウォレンとラドは、エルムハーストによって組織された最初の国際農
業経済学会（International Conference of Agricultural Economists）にも出席し、この学会設立に寄与
する。1927年に第一回大会が開催されたばかりのイギリス農業経済学会は、その数年後に国際学会
の設立をむかえる 22）。これほど早い時期に国際学会が設立できたのは、エルムハーストの尽力があ
ったことはまちがいないが、とくにエルムハーストとコーネル大学との結びつきを無視できない。
エルムハーストが農業経済学に関心をもち、コーネル大学との結びつきをもった経緯をたどってみ
る。エルムハーストはヨークシアの聖職者で地主であった家庭に育った 23）。ケンブリッジ大学で歴
史の学位を取得してから、中東やインドでの戦争に従軍し、農業労働者の窮状に関心を寄せるように
なる（この点はダンカンの問題意識ときわめてよく似ている）。そこでエルムハーストはダブリンの
科学カレッジ（Royal College of Science）において農業の短期コースを履修する。その後エルムハー
ストは、当時のイギリスでは本格的に体系的な農業経済学を学べないと判断して、アメリカ合衆国の
コーネル大学へ留学する。エルムハーストはコーネル大学で最初の１年間は植物学・微生物学・化学
などの基礎的な科学を履修し、２年目は家禽学・畜産学・農業経営学などの応用的な科学を履修して
いる。最終的に履修した学位コースは農業教育である。その成績は、農業経営学は Cであるにもか
かわらず、家禽学と農業教育では Aを取得している 24）。この成績評価はエルムハーストが、その後
に関心をもつ分野が農業経営学ではなく、農業教育ないし農村教育であることを決定づける。
エルムハーストはコーネル大学での研究生活によって大きな影響を受けるが、その後の活動に影響
を与えたのは、大学での研究や成績評価だけではない。エルムハーストはアメリカ留学中の 1925年
に結婚するが、それ以前の約３年間ほどインドのベンガルの農村において、農村改良事業ともいうべ
き事業に携わっている（コーネル大学において農業教育の成績が良かったのは、おそらくこの経験が
生きたからであろうと推測される）。エルムハーストがこの事業に関わったのはタゴール
（Rabindranath Tagore,1861-1941）による貧困の解消と農民相互の助け合いの促進という考え方に共
鳴したからである。タゴールはノーベル文学賞を受賞（1913年）したインドの詩人として著名であ
るが、農村開発運動の実践をしている。タゴールはインドの貧しい農民に欠けているのは「個人は全
体のために、全体は個人のために」という相互扶助の精神であると考え、農民に対して農業協同組合
的な自治組織を設立し、農産物の販売をはじめとして家内工業の奨励や、道路・堤防などの補修を協
力して行うように説いて回っている 25）。そしてこのような運動を推進するためには、農村の青年指
導者の育成が必要であると考え、1906年にはアメリカのイリノイ大学にタゴールの長男と教え子を
留学させ、農学や畜産学を学ばせている。そして 1922年に、タゴールにとって協力者となるエルム
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ハーストとともに、ベンガル近郊のシャーンチ・ニケタンにおいて、すでに設立されていた「ブラフ
モチャルジョ・アシュラモ」（古代の森の草庵にちなむ）という名称の学校（1901年に設立）の近隣
地に、農業教育と農村開発の実験センターを開設する 26）。エルムハーストとタゴールは、すでにこ
のセンターの開設以前にニューヨークで共通の友人を介して面識があり、それ以後、二人は親交を深
めていた。タゴールはエルムハーストをイギリスの理想主義者とみなしていたようである 27）。しか
し、エルムハーストは単に理想を追っているのではなく、行動力をともなっていた。センターの開設
当時のことについて、タゴールはエルムハーストへ、次のような手紙を送っている。
あなたは大学を出たばかりの非常識な青年であったが、学究的であるばかりでなく、豊富な知性
を持ち合わせていた。あなたは、生まれついての人間味あふれる性格をもち、村で人々と密接に
接したが、その行動は数字の助けによって解決できるような単純な問題だけにとどまることはな
かった・・あなたは有り余るほどの同情心をもち、それはあなたの前に立ちはだかっていたすべ
ての困難へ向かう根本的な原動力となった。あなたは自分の仕事を農村改良事業（Village
Reconstruction Work）と名付けた。それは様々な活動を含む村の生活を対象としたものであり、
単なる知識に基づいてできるような仕事ではなかった 28）。
インドでの経験は、その後のエルムハーストの人生を左右したばかりでなく、農業経済学の展開に
も大きな影響を及ぼすことになる。エルムハーストは、農業経済学について語る場合、各人の自助と
相互扶助を信じ、室内での研究よりもフィールドでともに働くことによって学ぶことを強調するよう
になる。エルムハーストは結婚直前の 1924年９月から 1925年にかけてタゴールと南北アメリカを
旅行している 29）が、その親交は長く続き、エルムハーストは終生タゴールに財政的な援助を行って
いる 30）。
エルムハーストは結婚した 1925年に、サウスデヴォンのダーティントン（Dartington）で半ば見
捨てられた所領を購入し、その所領において、インドでの農村改良事業の経験を活かそうと考える 31）。
そこでダーティントンの所領経営では、より良い建築物、囲い、排水施設などをもつ集約的な農業が
推進され、販売協同化も行われ、さらに農業生産面だけでなく、生活面においても討論クラブの設立
や音楽・演劇なども積極的に行われる 32）。さらにエルムハーストは、男女共学の寄宿学校をダーテ
ィントンに設立する。これはイギリス流の教育ではなく、アメリカの考え方を取り入れたものであっ
たので、マナーとモラルをめぐる論議を巻き起こしている。この学校はエルムハーストのダーティン
トンでの活動に対する評価にも影響を及ぼす。しかし結果的に、外部の評価は活動をさらに強化する
ことにつながり、外部の支援を求めるよりも、自助や相互扶助に基づくべきであるというエルムハー
ストの信念を強めることにもなる。その後、ダーティントン所領では農業や園芸のみでなく、林業や
製材業、そしてリンゴ酒製造などを含めた農村工芸品製造にも着手され、地域的にも分野的にも、活
動の対象を拡大している 33）。住居や農場の建物、そして小屋なども現代風となり、ダーティントン
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ホール（Dartington Hall）の中世風の建物が改築されて、成人教育のセンターとなる 34）。エルムハー
ストは農業を始めとする多方面の職務をこなし、その実施団体であるダーティントンホール・トラス
ト（Dartington Hall Trust）の管理も行っている。このトラストは、土地トラスト（Land Trust、業
務はエルムハースト家からすべての土地財産の所有を引き継ぐ）、学校トラスト（School Trust、業務
は学校の管理と運営にあたる）、ダーティントントラスト（Dartington Trust、業務は研究を推進し、
会社の全株式を保有する）の三つのトラストを合わせたものであり、エルムハーストは 1972年まで、
その会長（chairman）を勤めている 35）。エルムハーストの活動はダーティントンでの活動だけでな
く広範にわたり、多くの組織や団体の活動にも携わっている。たとえばデボン州会、エクセター大学、
さらに政治経済計画（Political and Economic Planning）、王立国際問題研究所（Royal Institute of
International Affairs）、労働党、後に会長となる王立林業協会（Royal Forestry Society）などに対して、
様々な側面で貢献している 36）。
ところでエルムハーストがコーネル大学へ留学したのは、イギリスでは体系的な農業経済学が学べ
ないと判断したからであるが、その留学時代に、イギリス農業経済学のプロフェッションがアメリカ
合衆国の農業経済学から大きな影響を受けていることを知る 37）。エルムハーストは、イギリスの農
業経済学を発展させていこうとすれば、イギリスとアメリカ合衆国とのつながりを重視し、この関係
をさらに強固にすることが必要であると考える。そして 1929年にダーティントンで 12カ国（イギ
リスを含む）から約 50名の農業経済プロフェッションを集めて会議を開催している。この会議はオ
ックスフォ－ド農業経済研究所の所長オーウィン、コーネル大学のラド、そしてダーティントンで採
用された農業経済プロフェッションのカリィ（J.R.Currie,1891-1967）の３名が実際上の運営にあた
っている。これが事実上の国際農業経済学会の発会となる。この会議においてイギリスおよびアメリ
カをはじめとする多くの農業経済プロフェッションが研究成果を発表する。発表は農業経済学に関連
する様々な研究分野が含まれているが、その内容は主に三つに分かれていた。土地制度や農業経営な
どの農業問題、農産物需給および国際貿易などの国際問題、そして各国の特徴などの地域問題である 38）。
やや長くなるが、その後の農業経済学の方向性を示しているので、三つの内容をたどることにする。
第一の農業問題については、イギリス農業において最も重要な問題である土地保有形態の歴史的展開
に関する発表があった。発表者は、オーウィン（代読）、アルスターのハークニス（D.A.E. Harkness）、
そしてマクストン（John Purdon Maxton,1896-1951）の３名である。さらに農業経営学に関する発表
も行われ、発表者はコーネル大学のウォレン、オックスフォ－ドのブリィジズ（Archibald Bridges,
1891-1977）、リーズのリバセイジ（Victor Liversage）、レディングのトマスである。第二の国際問題
については、農産物需給と国際貿易に関する論文発表があった。これについてはエンフィールド
（R.R.Enfield,1885-1973）が農業と工業との間の交易条件の変化に関する発表を行い、イギリス国内
農業生産者の保護によって生じた通貨不安と関税拡大のもとで、ヨーロッパ食料市場がどのように変
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化しているのかについて論じている。さらに国際貿易についてはインペリアルカレッジ熱帯農学専攻
のシェパード（G.Y.Shephard）が砂糖貿易について論じ、イギリス連邦のサトウキビ栽培者への影響
を述べている。そして第三の地域問題については、アメリカのウォレス（H.A.Wallace, 1888-？）、テ
イラー（H.C.Taylor,1873-？）、ベイカー（H.E.Baker,1883-1949）がアメリカ農産物の需給動向につい
て説明し、マンチェスターのオー（John Orr）はナポレオン戦争時の穀物法制定から 100年間にわた
るイギリス農産物の需給傾向について概観している。ミドルトン（Thomas Middleton）は農業生産
の研究教育に対してイギリス政府が行ってきた援助を回顧している 39）。ダイクス（G.M.Dykes）は帝
国マーケティング・ボード（Empire Marketing Board、詳しくは後述）の起源と役割について論じて
いる。オックスフォ－ドのプルウェット（F.J.Prewett）とアメリカのスペンサー（Leland Spencer,
1896-？）は英米の牛乳販売に関する当時の研究を紹介している。
これらの発表はその後の農業経済学の方向性を暗示するものとなる。というのは、英米の農業経営
分野に関心をもつ人々は、農業経済学、とくに農業のマクロ経済に注目する傾向にあるが、その一方
で経済学専攻の研究者や行政の担当者は、価格・費用・技術の変動傾向に対応する農業政策に注目す
る傾向にあったからである。そして、イギリス農業経済学の展開のなかで注目すべき点は、この時の
会議でイギリスの農業経済プロフェッションが初めて国際貿易の問題に関心をもったという点である 40）。
これは 1930年代の自由貿易政策の転換、帝国特恵関税の成立と国内農業保護というイギリス農業政
策の転換を暗示している。
３　国際農業経済学会の展開
エルムハーストによって始められたダーティントンの活動、とくに国際農業経済学会をめぐる活動
において重要な役割を果たしたのは、カリィとマクストンの２人であった。以下では、この２人を中
心に国際農業経済学会の展開について考えていきたい。
ダーティントンにおいて農業経済研究に従事するプロフェッションとして最初に採用されたのは、
コーネル大学から推薦されたカリィである。カリィは初等学校の卒業後、母に協力してアラン島で農
業を営んでいたので、第一次世界大戦後になるまで初等教育以上の教育を受けていない。そしてグラ
スゴーでマクストンと出会い、マクストンとともにオックスフォードへ行って、オーウィンのもとで
１年間にわたり農業経済学の教育を受けている（エルムハーストはカリィを通して、ダンカンとマク
ストンの２人と知己になる）。さらに 1926年にカリィはコーネル大学へ留学して、農業経営学につ
いて研究を行い、1928年に帰国してダーティントンで農業経済のプロフェッションとなる 41）。
このカリィを通じて、コーネル大学とダーティントンとの共同研究が開始される。この研究におい
て、サウスデヴォン（South Devon）における 200以上の農場に関する本格的な農業経済調査が行われ
る。この調査結果を公表するためにホレリスカードによる整理作業（1882年にアメリカにおいて MIT
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の研究員ホレリスによって考案されたパンチカードによる処理）が行われ、報告書が執筆される 42）。
これら一連の作業はカリィとロング（W.H Long、当時はシール＝ハインの農業経済アドバイザー）
によって 1928～９年冬にコーネル大学で行われ、その後ダーティントンで最終的な調整が行われる。
ホレリスカードによる整理作業は、イギリス国内では当時まだ行われていなかったために、コーネル
大学で行われたのである。これが農業経済に関する英米共同研究の端緒となる。この報告書は第一回
国際農業経済学会で配布される。この共同研究を通してカリィは農業経済研究の推進者となり、もち
ろん国際農業経済学会の主要メンバーにもなる。そしてカリィは単に研究面での推進者であるばかり
でなく、国際農業経済学会の学会運営という実務においても主要な役割を果たしている 43）。カリィ
は会計幹事であり、開催担当者という任務を果たす（カリィは、このような学会運営上の職務を長く
続け、国際農業経済学会のプログラムには輸送、旅行、費用、財務などに常にカリィの名前がみられ
る）。またカリィは、国際農業経済学会のみでなく、イギリス農業経済学会の創設メンバーの一人で
もあり、長年にわたって運営委員会のメンバーにも入っている（1955年にはイギリス農業経済学会
の会長に選出され、1961年に名誉会員となる）。
カリィは、学会などの組織運営に優れていたようであり、学会以外にも多くの委員会や組織に関わ
っている。たとえば委員会や組織の名称を並べれば、Young Farmers’ Club、Devon Agricultural
Executive Committee、Totnes and District Farmers’ Discussion Club（1944年に創始）、ミルク・マー
ケティング・ボード（Milk Marketing Board）の牧草乾燥施設運営委員会（1944年にダーティントン
で設立）、イギリス草地学会（カリィは創設会員）、家畜生産学会（カリィは創設会員であり、1950
年に会長に選出され 1960年に三人の終身会員のうちの一人となる）、Devon Herd Book Societies、
TT Milk Producers’ Association、そのデヴォン（Devon）とコーンウォール（Cornwall）の支部会な
どである。もちろんカリィがこれらの学会や組織に関わっているのは、組織運営という点からだけで
はなく、研究上の関心からでもある。カリィが所属した学会や組織から、畜産改良や農業経営におけ
る草地利用について関心をもっていたことがわかる。実際に、カリィは畜産や草地利用を課題とする
調査あるいは普及活動を熱心に進めている。たとえば、ダートムーア（Dartmoor）におけるウェル
シュ（Welsh）羊およびシェトランド（Shetland）羊とギャロウェー（Galloway）牛の牧場経営に関
する７年以上におよぶ研究、泥炭地域（moorland）での初期ファーガソン（Ferguson）トラクター
の導入に関する研究、泥炭地域での牛乳集荷の組織化に関する研究、リンゴ（酒）果樹園における雑
種雌羊の試験研究（共同研究）、1938年頃の牛舎での作業時間および工程に関する比較研究、牧草の
乾燥費用に関する比較研究などである 44）。
カリィは、これらの研究成果を国際農業経済学会において発表する。カリィはこれらの研究成果を、
単にイギリス国内で共有する情報としてでなく、国際学会の場で発表することによって海外へ発信す
ることも意識している。カリィによれば、国際農業経済学会は国際間の相互情報交換の場であるとい
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う。たとえば国際農業経済学会を通して、ニュージーランドの新知識はノルウェー、カナダ、スコッ
トランドなどへ送られ、あるいはノルマンディーから他の多くの地域へと農業情報が送られていると
いう。カリィは国際農業経済学会を「国際農業情報センター」と位置づけている 45）。もちろん、そ
の中心的な役割を担っているのはカリィである 46）。
ところでダーティントンの活動において重要な役割を果たしたのは、カリィだけではない。カリィ
と同様、重要な役割を果たすのはマクストンである 47）。マクストンはカリィとは異なり、両親が教
師をしていたので農業の経験はないが、中等学校を卒業してから奨学金を獲得し、農業経済学を勉強
するためにグラスゴー大学へ行く。
マクストンは、1916年に徴兵制が導入されたとき良心的兵役拒否者となり、刑務所に短期間入っ
た後、グラスゴー近郊のロホウィノッホ（Lochwinnoch）で林業に従事し、1919年にグラスゴー大
学へ戻る。1921年に農業の学位を取得し、その後、奨学金を得て経済学分野で第一級 M.A.を取得す
る。そして農務省からの奨学金を獲得して、オックスフォ－ドの農業経済研究所へ入っている。オッ
クスフォ－ドで２年間過ごした後、コーネル大学で１年間過ごし、再びオックスフォ－ドに戻り、ス
コットランドの土地保有を研究テ－マにして農業経済プロフェッションとなる。さらに、その後の６
年間にわたって農業経済研究所に在籍のままで、マーケティング・ボード（marketing board、牛乳
やジャガイモなどの生産者が政府の承認を得て販売委員会を結成し、それを通じて農産物の買い上げ、
貯蔵、加工、販売を独占的に実施しようとする）48）にも籍をおき、様々な調査に携わっている。そし
てマクストンはカリィを通して、エルムハーストやダーティントンとの接触をもち、国際農業経済学
会の設立を助力している 49）。しかしマーケティング・ボードは 1932年に廃止となり、マクストンは
有給のポストをみつけられないまま、そこを退職する（マーケティング・ボード事業は廃止となるが、
結局、その後の第二次世界大戦中の農業生産に対する広範な統制に向けた準備となる）。当時は経済
不況で職員削減が行われている時期でもあり、マクストンは 30歳代半ばであるにもかかわらず、農
業経済プロフェッションとして生活していくための財政的な支えを失うことになる。
しかし財政的な支えを失ったとはいえ、マクストンのマーケティング・ボードでの経験は、農業経
済研究の進展を促す。当時、マクストンもしばしば指摘しているように、農業問題を根本的に研究し
ようとすれば、オックスフォ－ド農業経済研究所が従来まで行ってきたような農民の経済問題に関す
る研究では不十分であり、農産物市場の研究によって、農業経済研究を補う必要があるという 50）。
当時の農務省の農産物流通局によって刊行された報告書（orange book）と農業経済研究所の報告書
では、農産物流通の経済分析についてごく表面的に触れているにすぎない。マクストンは農業問題を
農家や農民だけの問題ではないと考え、農業経済の研究対象を拡げ、加工業者・小売業者・最終消費
者、そして卸売業者や卸売市場も対象に加えようとする。従来までよく行われてきた農業問題への取
り組みは、ある一つの作目の生産物市場という限定された論題を取り上げることであったが、マクス
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トンは作目を限定することなく、さらに生産段階に限定することなく、より広い研究対象を包括して
いこうと考える。
マクストンは、このような課題に関して継続的な共同研究を行うには、カリフォルニアでの先駆的
な事例にならって、イギリスにおいても農産物の流通を研究対象とする研究所（Food Research
Institute）の設立が必要であると考える 51）。しかし 1930年代初頭において、このような研究所を設
立する資金の見込みは立たなかった。資金の調達の見込みが立たない上に、マクストンが遂行しよう
とした研究は、協同組合や農業団体、あるいは政治家とのつながりを必要とするので、当然のことな
がら農業分野に「政治（経済）」研究がもち込まれ、オーウィンをはじめとする農業経済研究者から
反対の声が起こり、農業経済研究所でのマクストンの立場は苦しいものとなる。このことが原因でオ
ーウィンはマクストンを解雇したわけではないけれども、マクストンに対して研究資金の便宜をはか
るということはなくなる。マクストンとオーウィンとの関係は 1931年までは良好なものであったが、
その後、マクストンの研究方針をめぐって対立が深まる。
マクストンのめざす研究はオーウィンをはじめとする農業経済研究所の支援が得られない。しかし
ながら、マクストンの構想がそのまま頓挫してしまうわけではない。エルムハーストの支援が得られ
ることになり、マクストンの研究資金難はある程度解消される。すなわち、エルムハーストのダーテ
ィントンホール・トラストを通じて、農業経済研究所と同じオックスフォ－ドに立地しマクストンを
所長とする農業問題研究所（Institute of Agrarian Affairs）が設立されることになるのである 52）。この
研究所の設立によってエルムハーストがマクストンに期待したのは、この研究所が国際農業経済学会
の学会活動に関連する様々な職務を遂行するセンターあるいは事務局の役割を担うことである。この
職務とは具体的には会報の編集と刊行を継続して行い、さらに農業経済学や農業政策に関する情報を
収集整理し、その報告書あるいは著書の刊行を行うことである。実際にマクストンは 1934年から
1949年までに５回分の会報を編集し刊行している。さらに 1934年から 1940年まで毎月、当時の農
業政策とそれをめぐる論説を概観した冊子を刊行している。これは小冊子とはいえ、農業経済研究や
農業政策に対して大きな影響力をもったようであり、マクストンの研究所には、多くの研究者や行政
担当者から問い合わせがあり、訪問者が殺到している 53）。多くの農業経済プロフェッションはマク
ストンの助言を求めるようになるが、それに対してマクストンは親切に対応する。そしてマクストン
はこの対応に追われ、自分自身の研究時間が不足するようになり、農業の政治経済に関する著作を後
世に残せないという皮肉な結果に陥る。
ダーティントンホール・トラストは農業問題研究所の設立を支援した関係上、1935年に農業問題
研究所の過去と将来の方針や方策の再検討を、第三者（機関）であるダンカンに要請している。ダン
カンの報告書によれば、農業問題研究所とマクストン所長の働きについては評価しているものの、刊
行されている冊子は農業情報の収集あるいはそれを単に報告したものにすぎず、学問的に高い水準に
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ある著書を刊行しているとはいえないと結んでいる 54）。ダンカンの指摘によって、マクストンは学
問的に高い水準にある著書を刊行しようと考え、1931年と 1933年に制定された農業マーケティング
法（Agricultural Marketing Acts）などを中心とする農業政策に対して批判的な論述を執筆しようとす
る。しかしながらマクストンは執筆時間を見出すことができない。1938年にはカナダ（マクドナル
ドカレッジ, Macdonald College）で開催された第五回国際農業経済学会に出席するために、その前年
の 1937年からエルムハーストと行動をともにし、さらに学会誌の編集にも多くの時間を割かれる。
第二次世界大戦の勃発によってマクストンはこういった職務から解放され、執筆の機会を見出しえた
のかもしれないが、戦時下という状況では、農業および市場政策の発展に関して、わざわざ執筆する
意味が失われてしまう。1940年にマクストンは、イギリスの農業経済プロフェッションに対する批
判的な論文を発表しているものの、結局、マクストン自身の主要な研究業績といえる著書は執筆され
ないままとなった 55）。
ところで農業経済研究所と農業問題研究所という農業経済学に特化した二つの研究所が、オックス
フォ－ドに並存することによって混乱がもたらされる。元来、この並存はオーウィンとマクストンの
農業経済に対する考え方の違いに端を発していたが、この二つの研究所が対等の立場を保持していた
とはいえなかった。すなわち、オーウィンは当時すでに著名な農業経済プロフェッションであり、オ
ックスフォ－ド大学では制度上、農業経済学に関してオーウィンだけが学部学生や学部卒業生に対し
て講義することができた。一方、マクストンの農業問題研究所は大学と公式の関係をもっていなかっ
たので、大学とのつながりといえば、マクストン本人とベイリオルカレッジ（Balliol College）との
個人レベルの関係や学士助手との関係があるだけであった。第二次世界大戦の初期の頃に、農業問題
研究所は公的な認知を大学から得ようと、交渉を続けた。そして 1943年になってようやく農業問題
研究所が大学の一部と認められる。公認された 1943年からマクストンが死去した 1952年までの９
年間が、農業問題研究所が農業経済研究所と対等の関係が認められるようになった時期であるといえ
る。戦後の国際交流が再び回復した時期に、国際農業経済学会を通じてマクストンは十分な活動がで
きるようになった。マクストンは結局、主要な著書を残せなかったものの、学会活動を通じて情報収
集や国際交流を促進する実践家であり続けた 56）。
しかしながら、このようなマクストンの活動が農業経済学という科学の発展に寄与していなかった
というわけではない。1925年にエルムハーストがダーティントンで所領を購入した後、約 10年間に
わたりこの所領を拠点にして行われた農業経済研究に対して、マクストンもカリィと同様に貢献して
いる。しかしながらマクストンはカリィと同様、国際農業経済学会では組織運営という面において、
さらに農業経済学に対しては情報収集や整理という面において貢献しているものの、体系的な著書を
残すまでには至っていない。この点で従来までマクストンはカリィとともに、農業経済プロフェッシ
ョンの主流から外れているとみなされてきた。したがって、イギリス農業経済学の研究史においてマ
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クストンやカリィの名前が出されることはほとんどない。とくにマクストンが主流ではないという考
え方に大きな影響を与えているのは、マクストンとオーウィンとの関係である。つまりマクストンや
カリィは、一般的にはイギリス農業経済学の主流とされるオックスフォ－ド農業経済研究所を中心と
した流れとは異なるものであるととらえられてきた。しかし、マクストンやカリィは、オックスフ
ォ－ド農業経済研究所を中心とした流れではないものの、エルムハーストによるダーティントン所領
を中心とする国際農業経済学会の流れを主導していたのである。
エルムハーストとカリィとマクストンの関係によって、イギリスにそれまでの農業経済研究とは異
なる流れが生み出されるが、この流れはイギリスのみで形成されたとはいえない。前述のようにエル
ムハーストとカリィとマクストンはすべてアメリカとのつながり、とくにコーネル大学とのつながり
によって築かれてきた。これら３名は、それまでのイギリス農業経済プロフェッションとの関係にお
いてではなく、コーネル大学を中心とするアメリカとの関係において、国際農業経済学会の進展をは
かっている 57）。第二回国際農業経済学会が 1930年にコーネル大学で開催されていることが、それを
端的に示している（この時の出席者は 309名であり、そのうち 234名が地元アメリカの出席者であ
る）。もっともアメリカで開催されたとはいえ、この開催は農業経済研究所の流れを組むアシュビィ
が立案に大きく関わり 58）、イギリスでは農業経済学者による学会（Conference of Agricultural
Economists）として広く認知されている。その一方でカリィはイギリス農業経済学会の会計および
幹事の職務を遂行していることから、農業経済学をめぐって国内学会と国際学会が無関係あるいは対
立関係にあったのではない。むしろ、国際学会が設立されることによって、イギリス国内において国
際的な問題に関心が寄せられるようになり、イギリス農業経済学に大きな影響を及ぼすようになる。
４　農業行政とプロフェッション
国際農業経済学会は、主にコーネル大学との関係をもつカリィとマクストンの組織運営によって進
展する。その一方でイギリス農業経済学会の活動も、オックスフォ－ドの農業経済研究所が中心とな
って農業経済プロフェッションが養成されるのにともない活発となる。しかしながら、これらの活動
によってイギリス農業経済学が進展していったとは言い難い。それは、学会活動が活発になったとは
いえ、20世紀初頭においてイギリス農業経済学が未だ体系性をもっていなかったためである 59）。体
系化された学問は、一般的にプロフェッションのみが学会の議論に参加することが多い 60）。しかし
ながら体系化されていない農業経済学の場合には、一般的な学会の動向のように、学会活動が直接的
に学問の進展へとつながらなかった。とはいえ、農業経済学の学会活動が、学問の進展にとって無意
味なものというわけではない。農業経済学の学会の場合、他の学術学会とは異なる特徴をもつので、
学問の進展への関わりが異なっている。農業経済学の学会の特徴はプロフェッションの間でのみ議論
が交わされるような閉鎖的なものではなく、広範に多くの人々が議論に参加できるという点にある。
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すなわち、農民、地主、社会改良家、政治家、そして研究者など農業に関連する様々な人々が、農業
問題（農業構造・農業政策・農業マーケティング再編）に関する議論に参加している。イギリス農業
経済学会は、初代会長に政治家でありイングランド農業史家であるアンリィ卿（Rowland Edmund
Prothero,Baron Ernle,1851-1937）61）を選出しているように、農業経済学会の会員を農業経済プロフェ
ッションに限定しているわけではない。多くの農民も会員となって、学会で正式に討議や審議に参加
している（農民会員のなかにはケイヴ（Wilfred Cave）のように、その後に農業経済学会の会長とな
る人も生まれる）。イギリス農業経済学会は、設立当初の会員数 52名から、設立 10年後の 1938～
39年頃には会員数 205名となり、わずか 10年余りで約４倍に拡大しているが、これは農業経済プロ
フェッションが増加したわけではなく、ノンプロフェッションが増加した結果であった 62）。イギリ
ス農業経済学会は、学問の進展に寄与したとは必ずしもいえないかもしれないが、プロフェッション
のみによる「排他性」や「閉鎖性」をもつことなく、「公開性」という特徴を活かしていたといえる。
もっとも学会が拡大する一方で、イギリスにおいて農業経済プロフェッションの養成が円滑に行わ
れていたわけではない。農業経済プロフェッションの数は徐々に増加しているものの、アメリカに比
べると、絶対数は圧倒的に少なく、大学や農業カレッジも農業経済プロフェッションを養成するには
未整備の状態にあった 63）。この未整備を補う役割を果たしたのがアメリカである。このことはイギ
リス農業経済学会の場合のみでなく、国際農業経済学会の場合でも、それらの創設者あるいは組織運
営者をみれば明らかである。当時のアメリカはイギリスに比べて、プロフェッションの数や専門的知
識ではかなり進んでいる 64）。イギリスの農業経済プロフェッションにとって、コーネル・アイオワ・
ウィスコンシンの各大学において一定期間にわたって研究をすること、そして博士号を取得すること
は、イギリスの大学やカレッジにおいて、より上級の地位を得るのに望ましい資格となっていた 65）。
国際農業経済学会はイギリスで誕生するが、アメリカで養成された農業経済プロフェッションが担い
手となっていたといえる。
そして農業経済学を担うべき農業経済プロフェッションの職務は、学会を中心とする研究活動だけ
でなく、農民への普及やアドバイザーとしての活動、大学カレッジにおける教育活動など多義にわた
っていた。しかしながら農業経済プロフェッションは、その重点をおく活動によって、徐々に分化し
始める。すなわち一方は、基本的にアドバイザー事業に従事し、農場に出向いて農民との討論に多く
の時間を費やす農業経済プロフェッションと、他方は、室内ですわって計算機を動かして価格や需給
の分析をする農業経済プロフェッションとである。しかし分化した農業経済プロフェッションはお互
いに没交渉となっていくわけではなく、相互に議論をする場がもたれた 66）。この議論の場となった
のがイギリス農業経済学会であり国際農業経済学会であった。
農業経済学の場合、学会は様々な役割が期待されたので、その構成が徐々に変化する。1934年に
ドイツで開催された第三回国際農業経済学会において、エルムハーストは学会の構成について次のよ
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うに述べている 67）。この学会は、
関心のある個々人や各国の学会によって構成されているのであって、政府の公的な代表によって
構成されるものではない・・この学会が科学的な特徴をもち、非政治的な特徴をもつという点は、
学会を維持していくには非常に重要な点である。
エルムハーストが、このように述べる理由は、農業経済学という科学に政治的な影響力が入り込んで
来たからであるといえる。エルムハーストは、学会での個々人のつながりを強調する一方で、その政
治的な影響力に対して不信感をもっていた。両大戦間期となる当時では、農業経済をめぐる国際的な
状況には、当然のように各国の政治姿勢が色濃く反映している。国内あるいは地域内の農業保護をめ
ぐって政治的な対立もみられる。エルムハーストは国際的な農業経済学を議論する場に政治的な要素
が入り込むことを忌避している。とくに農業政策に関係する官僚が学会に出席するのは注意しなけれ
ばならないという。しかしエルムハーストは、官僚を学会から完全に閉め出そうというのではない。
エルムハーストは国内であっても海外であっても官僚が公的な職務で学会に出席するのではなく、個
人的な意思に基づいて議論に参加するのであれば、たとえ農業政策に直接関係する官僚であっても歓
迎している。しかしながら、これはあくまで理想論であり、実際には学会において官僚による農業政
策論が持ち込まれる。エルムハーストはすでに、学会の構成をめぐる議論の以前に、農業経済プロフ
ェッションが農業政策を通して農業当局に従属する危険性があると指摘していた。なぜなら、たとえ
農業経済アドバイザーが研究上の権限を保持し続けるとしても、農業当局は農業経済アドバイザーに
関する資金全体を左右できる権限をもち、その管理者でもあったからである。エルムハーストが強調
した科学と行政との区別は 1930年代にあいまいなものとなっていく。1930年代にイギリス政府はそ
れまでの自由貿易政策を放棄し、国家による助成と保護に基づく農業政策を積極的に推進するように
なることも、それを後押しする 68）。この過程で農業経済プロフェッション自体も研究者ではなく、
官僚が多くを占めるようになる。エルムハーストが学会において区別をつけようとした農業経済学と
農業政策は、この時点で非常にあいまいなものとなる。
科学と行政との区別があいまいな状況下で、農業政策に重点をおく農業経済プロフェッションが現
れる。たとえば、その代表的な人物が 1929年の第一回国際農業経済学会で国際問題について発表し
たエンフィールドである。エンフィールドはオックスフォ－ド大学の化学専攻を卒業後、第一次世界
大戦中は軍需省（Ministry of Munitions）に勤務して、そこで酸性糧食を取り扱う仕事に携わり、戦
後の 1919年に農務省へ移籍する。エンフィールドは当時、経済学を本格的に履修する時間がなく、
知己であった経済研究者のホートリ（R.G.Hawtrey,1879-1975）や組合運動指導者のヘンダソン（A.
Henderson,1863-1935）から個人的に経済学を学んだ。この勉学の成果を生かして、エンフィールド
は農務省において農業生産者の売渡価格と小売価格との差が大きいことに注目して価格分析を試み
る。その成果が The Agricultural Crisis 1920-1923 (Longmans, 1924).という著書として刊行される。
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この著書のなかでエンフィールドはリンリスゴー（Linlithgow）委員会（1922年に設置された農産物
流通価格委員会）69）に言及し、一般物価水準の急落が農業部門に大きな影響を及ぼし、農業危機をも
たらしていることを強調する。これはエンフィールドによれば、ちょうどナポレオン戦争後に起こっ
た現象ときわめてよく似ている。すなわち農業と他産業との交易条件が農業にとって不利になってい
くので、農産物価格は急速に下落する一方で、農民の投入費用は、ゆっくりと下落しているという 70）。
このような農産物価格と費用、価格水準の動向に関する詳細な研究は、それまでのイギリスでは行わ
れたことがなく、エンフィールドが初めてであった。しかし先駆的な研究とはいえ、この研究は学問
的な展開をめざしているというよりも、農業行政にどのように活かしていくのかを目的としていた。
そして実際に、このエンフィールドの研究をきっかけにして政府は、当時の農業問題の解決法の一つ
が、流通組織の合理化であると考えるようになり、後のマーケティング・ボード方式の設立へと結び
つくことになる。
エンフィールドの研究はその後ダンピア（William Dampier, 1930年までW.C. Dampier-Whetham,
1867-1952）によって引き継がれる。ダンピアによれば、農産物価格の急落によって農民は結果的に
多くの費用を負担することになるという。そしてこの過程で一般物価水準が上昇するにしても下降す
るにしても、費用と収益は価格変動に合わせて同時に動くわけではなく、費用と収益との間でタイム
ラグが生ずる。そして、このタイムラグは耕種部門と酪農部門とで異なる（1920年代と 30年代は、
耕種部門がイギリスの歴史上もっとも落ち込んだ時期であり、酪農部門は数少ない高収益部門であっ
た。また畜産部門は 1930年代半ばには過剰生産の兆しをみせ始め、畜産物の流通問題が生じている）71）。
耕種部門の方が酪農部門よりも、そのラグが大きい。したがって耕種部門は価格高騰時には酪農部門
よりも利益を上げるが、価格下落時には酪農部門よりも多くの損失を被ることになる。ダンピアは
1916年から 1926年までの価格変動期と、1929年に始まり 1933年に底をついた不況期におけるイギ
リス農業の価格変動について分析を行い、このような研究成果を得る 72）。
エンフィールドやダンピアは、自分たちの研究成果を通して、価格変動に農業経営が対応するとき
の農業政策の重要性を強調する。エンフィールドによれば、農業政策のなかでもとくに農業信用の分
野が重要である。農民が多くの損失を被ることになった場合に、信用制度によって支援することが必
要であると考えるからである。農業信用の分野では 1922年に農業信用調査委員会が設置され、農業
信用制度の構築が検討されている。とくに農業経営者が肥料や家畜の購入などに必要とする短期資金
の調達に関わる対応として 1923年に農業信用法（信用組合の設立）が制定される。しかし、それは
成果をみることなく失敗に終わり、続く 1928年の法律制定で農業抵当組合（Agricultural Mortgage
Corporation）の設立が実現する。しかし 1920年代の農業政策は、農業経営状態が悪化していたにも
かかわらず、これらの農業信用法以外に、1924年の農業賃金法、1928年の農産物等級などに関する
農産物法があるくらいで、他にみるべきものがなかったといえる 73）。
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その後エンフィールドは、農業政策の実施状況を調べるために農業経営調査を実施する。エンフィ
ールドは 1931年の厳しい財政削減があったにもかかわらず、農務省の資金提供を引き出してケンブ
リッジの農業所得調査が実施できるようにする。このケンブリッジの調査は、その４年後に行われる
全国的な農業経営調査のきっかけを与えている 74）。さらにエンフィールドは、ほぼ同時期に実施さ
れた国内の牛乳生産費調査を統轄する。この調査は、各地域（農業）センター（advisory centre）75）
で実施された約 1,000の農場を対象とする牛乳生産費調査である（３つのセンターで行われた家禽調
査も含まれる）76）。そして、これらの農業経営調査や牛乳生産費調査に携わったのは、オックスフ
ォ－ドの農業経済研究所で研修や教育を受けていた農業経済プロフェッション（農業経済アドバイザ
ー）であった。したがってこれらの調査の実施は、実質的に農業経済研究所との連携で行われたとい
うことになる。トマス（レディング大学農業経済学教授）によれば、イギリスの農業経済研究は、農
業経済アドバイザーと農業経済研究所が連携して共同調査を実施することによって進展していった 77）。
しかしながら、農業経済研究所の所長であるオーウィンは農業政策に対する関心が薄いので、このよ
うな調査に対して、あまり乗り気でなかった。農業経済研究所では、その代わりに副所長ブリィジズ 78）
などが調査に携わり、オーウィンは実質的に参加していないに等しい。そして、これらの調査の指導
ないし調整の責任は、調査の推進者であったエンフィールドが担っていた。エンフィールドは、この
ような調査の実質的な責任者となることによって、1930年以降に定期的に開催される農業経済アド
バイザーの会議における実質的な議長となっていく。さらにエンフィールドは、農務省の農業経済ア
ドバイス事業担当の初代事務次官トムソン（R.J.Thompson, 1867-1951）が 1929年に退職した後、そ
の事務次官職を引き継ぐ。エンフィールドは 1935年に農業経済学会の会長にも就任している 79）。こ
うして農業経済学は、農業行政の担当者あるいは農業行政に重点をおく農業経済プロフェッションが
中心的な地位を占めていくことになる。
農業行政の担当者が農業経済プロフェッションとなるにつれて、政府における農業経済プロフェッ
ションの雇用も徐々に増える。しかしながら、その過程で農務省の部局での等級・俸給・地位に関す
る問題が生じている。一般的にイギリスの行政職は伝統的にオックスブリッジの学位（arts degree）
をもつ人々が就き、これらの人々は昇進の階段を上り、そのうち数人は、大臣や政務次官のもとで各
省庁を代表する事務次官に上り詰める。一方、科学学位（science degree）をもつ人々は、専門技術
職として雇用され、その各専門分野で昇進するけれども、行政職における最高の地位に就くことはめ
ったにない 80）。農業経済プロフェッションは、もちろん科学学位を取得しているので、行政職と同
等の等級・俸給・地位を得ることは困難であった。つまり農業経済プロフェッションは、制度的に行
政職と同様の昇進はできなかった。しかしながら、それにもかかわらず 1930年代初期の不況後にマ
ーケティング・ボードや小麦や家畜に関する委員会など、多くの政府機関や委員会が設置されたので、
農業経済プロフェッションが雇用され、その数は徐々に多くなる。結局、農業経済プロフェッション
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は、政府での地位の上昇は望めなかったものの、政府から資金を得て多くの統計資料や改良計算機を
使用して、農業政策の実施に大きな役割を果たす。
当時の農業経済プロフェッションの代表的な人物が、ロイド（E.M.H.Lloyd,1889-1968）である。
ロイドは官僚となり、多くの時間をイギリス農産物市場や新しい栄養科学の研究に費やす。そして長
年にわたってイギリス農業経済学会の活動にも加わっている 81）。ロイドは 1913年にオックスフォ－
ドを卒業して内国歳入庁（Inland Revenue）へ入り、その後に陸軍省調達局（Procurement Branch）
へと移る（それから３年間にわたって第一次世界大戦のぼう大な業務を処理するために、陸軍省にお
ける物品購入方法を整備している）。第一次世界大戦の進行とともに食料不足が危機的な状況をむか
えたため、ロイドは 1917年に食料省（Ministry of Food）へ移る。戦後の 1919年にロイドは国際連
盟のイギリス人スタッフの一人となり、それから 10 年間にわたって帝国マーケティングボード
（Empire Marketing Board）や、農業マーケティング法のもとで設置された市場供給委員会（Market
Supply Committee）において職務を遂行している。第一次世界大戦中から戦間期にかけてイギリスは
「食料安全保障」という問題に近代国家として初めて直面する 82）。ロイドはイギリス政府の最重要課
題であった食料確保という問題に取り組むことになる。ロイドは食料供給というよりも食料需要とい
う側面から、この問題を考える。ロイドはイギリスのかなりの割合の家族が食品の購買力をなくして
いると報告し、とくに子供に対して十分な飲食物が行き渡らない状況になっていることを強調する
83）。このロイドの報告をきっかけにして、戦中・戦後に母子の栄養を改善するために、低価格のミル
クの優先的な供給、学校給食、子供への配給などの様々な取り組みが行われるようになる。第二次世
界大戦という戦時体制における食料供給とその配給について、ロイドは 1939年９月に再編された食
料省の中核となっていた食料（防衛計画）部門（Food（Defence Plans）Department）において、具
体的な価格統制や食料配給の組織の構築を推進する 84）。さらに 1942 年には中東部供給センター
（Middle East Supply Centre）へ着任し、それまでの自らの経験を生かして職務にあたっている。戦
後になって、ロイドは国民食料調査（National Food Survey）と食料省の国際担当次官に就任し、食
料省へ戻っている。戦間期および第二次世界大戦期において、ロイドだけでなく、このような農業行
政を担当する農業経済プロフェッションが数多くなる。
５　プロフェッションの変容
1936 年にイギリス農業経済学会の会長に就任したエンフィールドは、ローマの国際農業機関
（International Institute of Agriculture）のイギリス代表にも任命される。そして年に数度ローマを訪
問することによって、各国の農業経済学者と意見を交換する機会をもつ。このエンフィールドの活動
によってイギリス農業経済学会による国際交流は盛んとなる。しかしながら、その一方で国際農業経
済学会は、第二回大会が 1930年に開催された後、経済不況下での財政的・政治的な理由で、その継
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続が危ぶまれるという状況に追い込まれる。さらに農業経済プロフェッションは農業行政の担当者で
あることが多くなっていたので、その関心は戦間期の国内農業政策に向けられるようになる。これら
の状況によって国際農業経済学会は開催する意義が徐々に失われていってしまう。しかし４年後の
1934年に、第三回大会がドイツでようやく開催され（この時の出席者は 171名で、第二回大会より
もかなり減少している。地元ドイツの出席者は 97名）、その後、再び開催地をイギリスへと移し、
1936年にスコットランドのセントアンドルーズ大学（St. Andrews University）で第四回国際農業経
済学会が開催される。当時のイギリスの農業経済プロフェッションは政府に雇われているか、あるい
は大学やカレッジに雇われているかのどちらかであったが、その雇用先に関わりなく、農業経済プロ
フェッションのほとんどは第四回国際農業経済学会に出席していたようである。この学会でマクスト
ンが編集した著書 85）が刊行されているが、この序文において、エルムハーストは次のように記して
いる。
1929年にダーティントンホールで開催された第一回大会の会員の半数以上が、セントアンドル
ーズの大会に出席している。現在の会員 219名のほぼ半数が、少なくともこれ以前に開催され
た大会の一つには出席している。
と語る。国際農業経済学会が第二回大会から第三回大会の時に４年間途絶えていたものの、継続性を
もち続け、各会員が何らかの形で関わっていることを強調している。エルムハーストは国際農業経済
学会の継続性を保つことを重視し、それを継続させるため、イギリスとアメリカの間を頻繁に行き来
し、さらに学会の合間を縫ってヨーロッパや中東を旅行し、多くの国の農業経済研究者と広範なつな
がりを意識的にもつようにしている。しかし、このエルムハーストの活発な活動が会員数に直接的に
反映されたわけではないようである。表－１によれば、第四回大会（1936 年）から第五回大会
（1938年）にかけてはアメリカの会員が多くなったので会員総数は増加したものの、第二次世界大戦
による中断をはさんで第六回大会（1947年）や第七回大会（1949年）では、会員数は激減している。
とくにアメリカの会員は増加し続けているものの、ヨーロッパの会員が急減している。戦後は一時期
ヨーロッパの会員が急増するが、国際農業経済学会はアメリカの会員がもっとも多くを占めるように
なる。
エルムハーストは学会を継続させるために自ら多くの交流をもつが、学会誌の発刊も学会継続の重
要な手段であると考えている。学会の存続のためには学会誌が必要である。学会誌はオックスフォ－
ドの農業問題研究所から 1939年 10月に International Journal of Agrarian Affairs 誌として刊行さ
れ始める。この学会誌は農業経済プロフェッションによって情報が評価・記録・伝達される役割を担
うべきものとされ、統計年鑑や農業情報誌のような体裁ではなく、国際的な討論を取り上げる討論雑
誌という体裁で刊行される 86）。したがって定期的に刊行されることはなく、その時々の課題に関す
る論評が掲載される（第１巻１号は 1939年の刊行であるが、第１巻２号は 1947年に刊行される）。
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1939年の学会誌の発刊時において、エルムハーストはそれまで 10年間の国際農業経済学会の歩みを
振り返り、各国の国家経済がブロック化を進めるなかで、農業問題は国際的に議論すべき課題が多く
なってきていると述べ、その刊行の意義を強調している 87）。そして創刊号ではまず、エルムハース
トが農業経済に対して関心をもった課題が取り上げられる。すなわち、過剰人口問題と農村貧困問題
である。これは農業問題研究所がエルムハーストから与えられた課題でもあった。この課題に関して
コナチャー（H.M.Conacher）は過去のマルサス（Thomas Robert Malthus,1766-1834）とリカード
（David Ricardo,1772-1823）による論争に基づいて植民地問題を取り上げ、植民地農業局（Colonial
Agricultural Service）は改良農法や輸出用の新作物導入によって、あるいは工業発展を促進すること
によって、それを解消しようとしていると説明する 88）。そしてイギリス国内では農業所得を維持す
るために、マーケティング・ボードによって産出が制限され、政府は輸出品の流れを抑えていると語
る。この学会誌ではエルムハーストが当初追求していた農村改良は、戦時体制に備える植民地経営と
生産統制策へと転化していったといえる。
このような展開のなかでプロフェッションの役割は変化していく。国際農業経済学会の運営に熱心
であったマクストンは、農業経済アドバイザーというプロフェッションの役割を検討している。マク
ストンによれば、このプロフェッションの職務は多くの農民に対して有効なものとなったけれども、
実際の問題を包括的に扱っていたわけではないという 89）。各地域の農業経済アドバイザーは、結局、
農務省の要請にしたがって職務を遂行しているので、個々の調査は組織化されているとは言い難い状
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年代 1930-34 34-36 36-38 47-49 55-58 70-73 84-86
地域
N.America 122 77 131 144 270 682 514
W.Europe(a) 175 172 162 112 274 538 369
Scandinavia 17 19 21 7 62 103 54
E.Europe 43 45 67 3 15 46 39
USSR 5 2 9 0 2 66 2
Australia, NZ 2 3 5 6 86 191 157
Japan 7 3 3 0 9 26 84
India 1 2 7 1 31 56 61
China 15 8 9 2 7 5 15
Asia, Other － － － 0 23 37 65
Near East 3 3 2 3 3 2 3
Africa 4 4 6 3 5 38 99
Latin America 0 1 3 4 52 68 75
Total 394 339 425 285 861 1,879 1,543
資料： Raeburn, J.R. and Jones, J.O., The History of the International Association of Agricultural Economists ―
Towards Rural Welfare World Wide, Dartmouth, 1990, pp.91, 100.
表－１　国際農業経済学会の会員数（単位：人）
況にある（1935年になってやっと農業経営に関して全地域を対象とする統一調査が行われる）。調査
は統一性に欠けているので、体系的な研究を推進するのは困難となっている。マクストンは、この体
系性への障害が原因となり、農業経済学は大学カリキュラムに受け入れられていないという。もちろ
ん学問上の独立性を保っているのかどうかもあやしく、この克服が必要であると強調する。マクスト
ンは、農業経済アドバイザーというプロフェッションは、財政や統制に基づく農業政策を優先させる
のか、あるいは農業経済学という学問の体系化を優先させるのかという問題に直面していると言及す
る。この問題については、農務省が直接管理する全国アドバイザー局（National Agricultural
Advisory Service）が設立され、農業経済プロフェッションが直接的に農務省の管理下におかれるこ
とになり 90）、さらにオーウィンの引退によって農業経済研究所の方針が不安定なものとなってしま
うので、結果的に農業政策の優先が明確となっていく。農業経済アドバイザーが変容していくなかで、
イギリス農業経済学会のダンカン会長、エルムハースト執行委員長、トマス幹事などの理事は、農業
経済学の担い手であるべき農業経済アドバイザーの将来の見通しについて不安をもつようになる。と
くに農業経済アドバイザーの大学での地位の確保、あるいは大学人としての位置づけに関して不安視
する。そこでこれらの理事は、農業経済アドバイザーが大学スタッフとしての地位を維持できるよう
に、政府に働きかけることになる 91）。それによって農業経済アドバイザーは政府から資金を提供さ
れる一方で、大学スタッフとしての地位が確保されるようになる。さらに各地域（農業）センターも、
実質的には全国アドバイザー局の管理下にあるとはいえ、各地の大学や農業カレッジの付属となり、
組織上は大学の一機関となる。オックスフォ－ドの農業経済研究所は、第二次世界大戦後もそのまま
継続され、アシュビィが 1946年にオーウィンの後任として所長となり、農業経済学の構築への新た
な一歩が踏み出される（この研究所は、イギリス全土にわたる研究所削減の方針によって 1985年に
解体される）92）。
一方、行政職としてのエンフィールドの地位は、前述のように 1930年代に揺るぎないものとなる
が、その後に経済学と統計学を担当する次官補（assistant secretary）に就任し、1939年には農務省
に新設された経済統計部門（Economics and Statistics Division）担当の主席次官補（principal assis-
tant secretary）に就いている。しかし興味深いことに、エンフィールド自身は、データの収集と分
析という職務は農業政策の立案には直接的に関わっていないと感じていたので、自分自身が農業政策
に携わっているとは思っていなかったようである 93）。エンフィールドは 1943年にホットスプリング
ス（Hot Springs）で開かれた食糧農業会議と、戦後の 1945年 10月にケベック（Quebec）で開催さ
れた国際食糧農業機関（FAO）の設立総会においてイギリス代表となる。この頃からエンフィールド
は国際的な職務に多くの時間を割かれるようになり、1944年頃には農務省の経済統計部門での肩書
はほとんど名目的なものとなってしまう。そして戦後の 1947年から 1952年まで、エンフィールド
は FAO理事会のメンバーとなる（FAOの本部は 1951年にワシントンからローマへと移っている）。
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６　プロフェッションの課題
イギリス農業経済学の展開と農業経済プロフェッションの変容について考えてきた。農業経済プロ
フェッションによってイギリス農業経済学会が設立され、その数年後に国際農業経済学会が設立され
た。イギリス国内において農業経済学が体系性をもつ科学として確立されたのかどうか疑わしい段階
での国際学会の設立であった。科学としての確立が不明瞭であったとはいえ、農業経済学の「国際化」
は、それまでの農業経済プロフェッションとは異なる特徴をもつ人々によってもたらされる。とくに
インドやアメリカ（とくにコーネル大学）の影響を受けたエルムハースト、そしてカリィやマクスト
ンの活動は国際化に大きな貢献をもたらす。これらの農業経済プロフェッションの活動から国際化に
は、二つの大きな背景があるといえる。一つは学問的に影響を与えた国との連携という点であり、も
う一つは戦間期および戦中期の国際社会の形成という点である。イギリスの場合、いうまでもなく、
前者がアメリカとの関係であり、後者はインドなどの植民地を含む「大英帝国」あるいは「パック
ス・ブリタニカ」94）という用語で示されるようなイギリスを中心とする国際社会である。イギリス農
業経済学の場合、科学としての確立がなされてから国際化へと進んだわけではなく、上記のような前
提があって初めて、その国際化がなされた。そしてこの国際化の過程において、農業経済プロフェッ
ションは農業行政に関わることが多くなり、それにしたがって農業経済プロフェッションそのものの
変容がみられることになる。
1940年のマクストンと 1946年のダンカンの２人によるイギリス農業経済学に関する概観 95）は、
20世紀前期のイギリス農業経済学の状況を端的に示している。マクストンはオックスフォ－ドで変
則的ともいえる地位に就き、ダンカンは学問的ないし行政上の地位に就いていない。この点でマクス
トンとダンカンはいずれも農業経済学の主流から外れているといえる。しかしながら、この２人は戦
間期の農業経済プロフェッションの職務に密接に関わっている。マクストンとダンカンは共通して、
農業経済プロフェッションが農業構造に関して収集した多量のデータを十分に活用できるような理論
的な概念を未だ発展させていないと述べている。さらに農業経済プロフェッションは自分たちの職務
について問われた場合、まず自分自身が農業行政の担当者となることであり、農業行政の遂行にあた
って農業情報を提供する農民の信頼を得ることが重要であると答えるであろうと述べている。農業調
査は農務省やオックスフォ－ドの農業経済研究所によって組織された全国的な調査へと発展していく
ものの、これは農業政策の実施状況の調査となってしまい、純粋に学問研究に役立たせるような調査
ではない。公表された多くの刊行物（報告書）も、農業経済アドバイザーが、これらの職務をどの程
度うまく果たせたのかを示しているだけであった。収集された多くの農業情報は、確かに農民が経営
を行う場合に有効なものとなるが、それ以上にマーケティング・ボードや戦争という諸条件のもとで
価格統制を行う官僚にとって必要なものであった。
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農業経済プロフェッションは、1930年代に設立されたマーケティング・ボードや委員会の行政上
ないし統計上の事業を推進する重要な役割を担う。そして、このような職務は農業経済プロフェッシ
ョンが存続する（資金と雇用機会を獲得する）には、都合のよいものであった。すなわち、これらの
ボードや委員会に対して、生産や各生産物の供給・市場・需要に関する情報を提供する見返りに、ボ
ードや委員会のメンバー（あるいは小麦委員会の場合には製粉業者）が支払う賦課金は農業経済プロ
フェッションが農業問題に取り組む際の重要な資金となったからである。一方、農業当局は 1930年
代にスタッフを増加する必要があり、多くの農業経済プロフェッションを雇用するようになる 96）。
しかしながら、これによって農業経済プロフェッションが農業行政の担当者と区別がつかなくなっ
てしまったというわけではない。農業経済プロフェッションは農業行政と関わることによって存続し
ているものの、その一方で様々なカレッジや大学カリキュラムにおいて新たな科目を導入し、農業経
済学を学問的に整ったものにしようと考え、科学として体系だったものをめざしている。農業経済プ
ロフェッションには「大学人」として、その地位を保とうとする指向が根強くある。これによって農
業経済プロフェッションが直面する問題は、いささか複雑となる。つまり農業経済プロフェッション
は、大学や農業カレッジにおいて他分野と争って、農業経済学の独自性を示すことではなく、政府に
よって推進される農業政策からの独立性を示さなければならなかった。農業科学の他分野、たとえば
土壌学・植物学・昆虫学に関するプロフェッションは、それぞれの研究に着手しながら、農業政策と
の未分離な状態にほとんど疑いをもっていない 97）。しかしながら、農業経済学はその発展をはかろ
うとする場合、つねに農業政策との違いを問題としなければならなかった。
イギリスの場合、農業経済プロフェッションの職務は、基本的には農業行政のために行った成果
（多くの場合、調査書や報告書）と研究成果（著書や学術論文）のどちらかで示される。しかし、イ
ギリスでは戦間期に農業経済学、農業経営研究、農業の政治経済学という分野で主要な著書が見当た
らず、大学や農業カレッジでの教育は一般的にアメリカからの著書の輸入に依存するという状態であ
った。ダンカンがイギリスでは理論研究が欠落していると語るのは、この点に基づいていた。イギリ
スでは、この欠落を埋めるべく 1940年代になって理論研究へと向かう。そして農業経済プロフェッ
ションは農業行政と離れて、大学内での学問的な地位を確立していこうとする 98）。1940年代になっ
てやっとレディング大学においてイギリスで二番目（イングランドでは最初）の農業経済学教授職が
誕生する（教授職の最初は、前述のように 1929年にウェールズのアベリストウィスにおいて誕生し
ている）99）。その一方で、第二次世界大戦後（1947年）にエルムハーストは国際農業経済学会におい
て農業経済プロフェッション以外のノンプロフェッションにも広範な参加を促している 100）。エルム
ハーストからみれば農業経済プロフェッションは国家の農業政策に従属している状態にあり、それで
は国家間の利害を主張するだけにとどまり、国際的な農業問題を議論できないと映ったようである 101）。
このように一方で新たに理論研究に向かおうとする流れと、他方で従来までの農業経済プロフェッシ
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ョンでは国際化に対応できないとする考え方とが生まれることになる。
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British Agricultural Economics and Profession
in the First Half of the 20th Century
Nobuhisa NAMIMATSU
Abstract
The development of British agricultural  economics in the first half of the 20th century was connect-
ed with the birth of profession.  These professionals included reserch workers, civil servants, and advi-
sory economists. Among all the professionals, advisory economists played an important part in the
development of agricultural economics; they not only extended scientific information and technology in
the country as the agricultural agents, but also collected and analysed agricultural information as the
researchers. A group of advisory economists was at the centre of the foundation of the Agricultural
Economics Society. This society was founded by professionals, but many nonprofessionals (farmers,
agriculturalists, landowners, agricultural workers, and so on) joined the society; therefore the society
opened to the public and gathered more agricultural economic information. But, on the other hand,
there was a doubt on whether the society contributed to the development of agricultural economics,
because the society put obstacles in the way of systematic study.
The International Conference of Agricultural Economists (actual international agricultural econom-
ics society) had been held before British agricultural economics was not systematized. This conference
implied that agricultural economics was internationalized, but agricultural economic professionals did
not render service to the agricultural economics. Because many professionals were interested in agricul-
tural policy. The agricultural policy attracted considerable attention under the influence of economic
backgrouds; the agriculture was heavily damaged by the worldwide economic depression. The establish-
ment of international agricultural economics society accelerated the trend that professionals attached
greater importance to agricultural policy than to agricultural economics.  The professionals collected
and analysed agricultural information not as the researchers, but as the administrative officials of agri-
cultural authorities. 
But agricultural economic professionals and administrative officials were not the same. The profes-
sionals belonged to univerisities and agricultural colleges, and they tried to keep up the status in the
academic circles. They have chosen two courses; one is the purpose of studying agricultural economics
,the other is the purpose of  investigating effective agricultural policy.
Keywords :  agricultural economics, Britain, profession, agricultural policy,
International Conference of Agricultural Economists
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